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金融市場NOW
金融教育の推進で持続可能な社会の実現へ
大人から子どもまで、幅広い層に向けた金融教育を強化
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出所）図表1、２は日本銀行のデータ、図表3は金融広報中央委員会「金融リテラシー調査」をもとにニッセイアセットマネジメントが作成

 日銀の資金循環統計によれば2022年6月末時点での家計金融資産は2,007兆円と、過去２番目の高水準。
 内訳では、現金・預金の割合が最も高く、家計資産の大半が現金・預金に滞留しているのが現状。
 “貯蓄から投資へ”の移行により、すべての人が経済的に自立し持続可能な社会を実現することが期待される。

図表1：家計金融資産に占める現預金の割合は高い家計金融資産の大半が預貯金に滞留
 日銀の資金循環統計によれば、2022年6月末時
点での家計金融資産は前年同期比1.3%増の
2,007兆円と、2021年12月末時点の2,014兆円
に次ぐ、過去２番目の高水準となりました。

 内訳では、現金・預金の割合が最も高く（図表
1）、前年同期比2.8％増の1,102兆円と2005年
3月末以降で過去最高となっています。

 2001年4月に発足した小泉政権が『骨太の方
針』で、“貯蓄から投資へ”のスローガンを掲
げ、預貯金中心から株式投資などのへの切り替
えを推奨してきたものの、家計資産の大半が現
金・預金に滞留しているのが現状です。

（審査確認番号 2022 ‒ TＢ194）

貯蓄から投資への流れで持続可能な社会の実現へ
 米国や欧州の家計金融資産の内訳を見てみる
と、株式等や投資信託の割合が高くなってい
ます（図表2）。“貯蓄から投資へ”が進まな
い原因の１つとして、欧米に比べ資産形成に必
要な金融や経済の基礎知識を学ぶ機会が少ない
ことなどが挙げられています（図表3）。

 米国では国家戦略として金融教育を推進してい
ます。米国経済教育協議会によれば、全米のお
よそ半数の州が金融授業の受講を義務付けてい
ます。また、大手金融や地域企業が金融教育を
サポートする活動が活発で、幼少期より金融や
資産運用を学ぶ機会が与えられています。

 岸田首相は、投資から得られる所得、資産所得
を増加させる『資産所得倍増計画』を実現する
方針を示しており、大人から子どもまで幅広い
層に向けた金融教育の強化で、貯蓄から投資へ
のシフト進めていく見込みです。

 金融広報中央委員会の『金融教育プログラム』
では、金融教育は経済の仕組みを理解すること
で、社会が抱える様々な課題に関心を持ち、自
身が公正で持続可能な社会の形成を意識して考
え、自ら行動する態度を養うものとしています。

 金融や経済に関する知識や判断力が高まること
で、預貯金に滞留する家計金融資産が投資に向
かい、すべての人が経済的に自立した持続可能
な社会を実現することが期待されます。
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図表3：日本は学校などで金融教育を受ける機会が少ない
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＊四捨五入で表記しているため、合計が100にならない場合があります。

図表2：欧米は日本に比べ株式・投資信託の割合が高い
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※「在籍した学校、大学、勤務先において、生活設計や家計管理につ
いての授業などの金融教育を受ける機会はありましたか」という質
問に対し「受ける機会があり、自分は受けた」と答えた人の割合
＊日本の人口構成とほぼ同一の割合で収集した18～79歳の30,000人
を対象に、インターネットによるアンケート調査（2022年）
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